
台風第19号等被害への
支援対策説明資料

○漁港施設･海岸保全施設の被害

・漁港関係等災害復旧事業

・漁港災害関連事業

○水産業共同利用施設の被害

・水産業共同利用施設災害復旧事業

・浜の活力再生･成長促進交付金

○漁港･海岸等に漂着した流木等

・漁港関係等災害復旧事業（漁港の埋そく）

・災害関連大規模漂着流木等処理対策事業

・水産多面的機能発揮対策

水 産 庁
令和元年11月８日



○防潮堤等の高潮・高波対策に対する支援

・水産基盤整備事業
・農山漁村地域整備交付金（漁港海岸事業）
・漁港機能増進事業

○施設復旧のための資金や運転資金に対する支援

・農林漁業施設資金（災害復旧）
・農林漁業セーフティネット資金
・漁業近代化資金

○漁船・漁具等の被害

・水産業成長産業化沿岸地域創出事業

○漁業者・水産加工業者の経営再開

・浜の活力再生・成長促進交付金
・水産バリューチェーン事業
・水産多面的機能発揮対策事業
・浜の活力再生・成長促進交付金(内水面関係）

※１　本支援対策は11月８日現在のものであり、今後変更の可能性があります。
※２　下線部は、11月５日版から変更があったものです。



※航路、泊地の土砂・流木等による埋そくにも対応可能です。

1



 

次頁

2



   
 

【対象となる１箇所の工事の費用】
都道府県又は指定市は120万円以上、市町村は60万円以上
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漁港、海岸の災害関連事業

「漁港、海岸の災害復旧事業」の対象となる全施設が対象となります。

※負担法により災害復旧事業として採択した箇所又はこれを含めた一連の
施設の再度災害を防止するものであり、かつ構造物の強化等を図るた

め、災害復旧事業とあわせて施行する事業です。

都道府県･市町村の漁港・海岸施設
の再度災害の防止を支援します。

＜対象施設＞

漁港施設等の事業採択例

防波堤に胸壁を新設することで、背後施設への越波や越水を防ぎます。

消波ブロックを新設することで、防波堤の安定性を高め、港内の静穏を確保します。

災害復旧事業
ケーソン据え直し

災害関連事業
消波ブロック新設
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災害関連事業の流れ

災害発生

災害報告書の提出

①災害復旧事業に合わせて申請
②現地査定時において申請

災害査定･災害関連事業費の決定
（施越工事可）

国庫補助金の交付申請･交付決定

事業実施･完了

成功認定

補助金の額の確定

手続きや資料作成
など相談に応じます
ので、次頁の担当者
あてご連絡ください。
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＜財政措置＞

災害関連事業の国庫補助 激甚災害における国庫負担の嵩上げ

について、激甚災害に係る災害復旧事業等
の地方負担額に応じて、負担率を嵩上げ

1/2
基本補助率

地方負担額
9/10

8/10
7/10

6/10
5.5/10

5/10

1/10 5/10

10/10
20/10

40/10

60/10

（都道府県）

地方負担額

9/10
8/10

7.5/10
7/10

6/10

1/10

10/10

20/10
40/10

（地方負担額／標準税収入）

（市町村）

地方負担額

0.5/10

地方財政措置

＜公共事業等債＞
起債充当率 90％
（うち本来分5/9,財源対策債分4/9）

本来分、財源対策債分ともに、
交付税算入率 50％

漁
港
、
海
岸

【災害関連事業の工事費の制限】

・下限額は都道府県または指定都市にあっては800万円以上、市町村にあっては
600万円以上。

・災害復旧工事費に対し、100%を超えない範囲内の金額。

＜連絡先＞
事業内容等については、水産庁防災漁村課水産施設災害
対策室までお問合せください。 担当者：西崎、辻

TEL 03-3502-5638（直通）

国の補助割合と事業要件

海岸の補助率に
ついては
北海道､離島 5.5/10
沖縄 6/10
奄美 2/3
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＜連絡先＞
事業内容等については、水産庁防災漁村課水産施設災害
対策室までお問合せください。 担当者：西崎、辻

TEL 03-3502-5638（直通）

国の補助割合と事業要件

＜一般地域＞

＜告示地域＞

激甚災害

通常

20%

○対象となる１箇所の工事の費用
激甚災害の指定を受けた場合、告示地域は１３万円以上、その他の地域は40万円以上

○補助対象額

被災施設の復旧費を経年減価方式により算出した額。
ただし、当該施設の再取得に要する経費の20％を下限とします。

○告示地域とは、農林水産被害が特に大きい市町村で、地域の指定は年度末となる見込。

（参考）

共同利用施設の復旧は、浜の活力再生・成長促進交付金（災害
対策版）の活用も可能です。

30% 50%

40%
90%
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浜の活力再生・成長促進交付金
（令和元年台風19号対策）

○事業実施主体
水産業協同組合、地方公共団体等

○対象となる施設
荷さばき施設、漁具倉庫、製氷貯氷施設、冷凍冷蔵施設、蓄養施設、海業支援
施設、種苗生産施設等の共同利用施設（受益者が5名以上いる施設）

○補助率
1/2、4/10、1/3等（対象となる施設によって異なります）

○事業の流れ
国 → 都道府県 → 事業実施主体（漁協等）

被災した共同利用施設の再建・修繕
等を支援します。

整備後（イメージ）

事業のイメージ

（被災した海業支援施設） （被災した漁具倉庫）

（損壊した製氷施設の一部）（被災した共同加工場）

再建・
修繕等
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＜連絡先＞

事業内容等については、水産庁防災漁村課構造
改善施設班までお問合せください。

TEL 03-6744-2391

【留意事項】
・事業採択にあたっては、「浜の活力再生プラン」の策定が必要です。

・事業採択にあたっては、事業費下限等の要件が存在しますので、県
庁とよくご相談ください。

【支援の対象】
・対象となる施設が台風19号による被災を受け、再建・修繕する場合

や共同利用施設の整備に伴い必要となる被災施設を撤去する場合
にかかる経費。

※被災を機に共同で利用する施設として再建する場合も支援の対象
です。

※共同利用施設の被災箇所のみの修繕や被災した附帯施設部分の
みの再建も支援の対象です。

※共同利用施設の整備のために必要となる被災施設の解体・撤去費
用も支援の対象です。

※災害発生日以降に着手した上記の内容も遡及して支援対象とする
ことができます。（被害状況がわかる書類や写真、事業の対象となる取組
に係る請求書などの書類を保管ください。）

【支援のイメージ】

5,000万円
（再建にかかる費用）

1/2
（交付率）

×
2,500万円
（交付額）

＝

被災した荷さばき施設を再建する場合

2,000万円
（共同利用施設の
再建にかかる費用）

1/2
（交付率）

×
1,000万円
（交付額）

＝

被災した漁具倉庫を共同利用施設として再建する場合

1,000万円
（修繕にかかる費用）

4/10
（交付率）

×
400万円
（交付額）

＝

被災した蓄養施設を修繕する場合

39
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災害関連緊急大規模漂着流木等処理対策事業

海岸保全区域内（海岸保全施設と連続し、かつ１キロメートル以内の一般
公共海岸区域内を含む）に漂着した一連の「流木等」が対象となります。

※「流木等」とは、洪水、台風等により海岸に漂着した流木及びゴミ等です。

都道府県･市町村の海岸に漂着した
流木等の処理を支援します。

＜対象範囲＞

対象事業のイメージ
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災害関連緊急大規模漂着流木等処理対策事業の流れ

災害発生

漂着流木等状況報告書の提出

水産庁と事前協議

事業の申請・採択
（施越工事可）

国庫補助金の交付申請･交付決定

事業実施･完了

実績報告

補助金の額の確定

手続きや資料作成
など相談に応じます
ので、次頁の担当者
あてご連絡ください。
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＜財政措置＞

1/2
基本補助率

地方負担額

地方財政措置

＜公共事業等債＞

起債充当率 90％
（うち本来分5/9,財源対策債分4/9）

財源対策債分の
交付税算入率 50％

海
岸

【災害関連緊急大規模漂着流木等処理対策事業の採択基準】

・流木等の漂着範囲が複数の海岸であり、関係者が協働して一体的・効率的に処
理する場合には、事業主体数にかかわらず漂着量の合計が1,000m3以上であれ
ば、補助対象となる。

・１事業主体の補助対象となる事業費が200万円以上。

＜連絡先＞
事業内容等については、水産庁防災漁村課水産施設災害
対策室までお問合せください。 担当者：西崎、辻

TEL 03-3502-5638（直通）

国の補助割合と事業要件

本事業の国庫補助

（複数の海岸に堆積した漂着ゴミの処理）

複数の海岸を対象範囲とし、漂着量の
合計が1,000m3以上の漂着ゴミを対象

拡充後

対
象
範
囲

1,0
00

m3 以
上

※関係者が協働して一
体的・効率的に処理

C海
岸

D海
岸

B海
岸

A海
岸

※海岸保全区域外の流木等
の漂着については、生活環
境保全上支障がある場合、
災害廃棄物処理事業の対
象となり得ます。
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水産多面的機能発揮対策事業
（令和元年台風19号対策）

○事業実施主体
漁業者等で構成される活動組織

○対象となる経費
漁業者等で構成される活動組織が、流木やがれき・廃棄物等の回収・処理に必要な経費
（人件費、資機材費、傭船料、重機等委託費、運搬費、処理施設利用料等）

○交付率
定額（1/2相当）※激甚指定された場合、地方負担額の軽減措置があります。

○事業の流れ
国 → 地域協議会 → 活動組織

環境・生態系を保全する一環で漁場等に
堆積・漂流する流木等の回収・処理及び
漁港等周辺のがれき・廃棄物の処理に取
り組む漁業者等を支援します。

事業のイメージ
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水産多面的機能発揮対策事業の流れ

活動組織の設立

市町村との協定締結

地域協議会への事業採択申請

国庫負担金の交付申請

事業実施

手続きや資料作成
など相談に応じます
ので、下記までご連
絡ください。

＜連絡先＞
事業内容等については、水産庁計画課企画班までお問合
せください。 担当者：城崎、秋本

TEL 03-3501-3082（直通）

【留意事項】

・事業採択にあたっては、活動の受け皿となる活動組織が設立され、市
町村との協定が締結されていることが必要です。

・既に活動組織が設立され、流木の回収・処理等に早急に取り組む場
合には、既に交付されている予算を活用することが可能ですので、活
動計画の変更手続きや予算の追加配分等について、下記までご相談
ください。

※水産関係災害廃棄物は、生活環境保全上支障がある場合、
市町村が実施する災害廃棄物処理事業の対象になり得ます。

19



水産基盤整備事業

○事業実施主体
都道府県、市町村等

○対象となる施設
防波堤、防潮堤、護岸、堤防及び突堤等

○補助率
1/2等（対象となる施設によって異なります）

○事業の流れ
国 → 地方公共団体

水産業協同組合

防潮堤等の耐浪化対策を支援します。

事業のイメージ

嵩上げ等
の改良

未改良 整備済み

台風・低気圧災害に備えた漁港施設の耐浪化の推進

改良区間未改良区間
（新計画対応）

荒天時、湾内への越波が発生 改良等により越波を抑制
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事業基本計画の作成

基本計画承認申請・承認

補助金の交付申請･交付決定

事業実施･完了

補助金の交付額の確定

※手続きや資料作成など相談に応じますので、下記連絡先にご連絡ください。

水産基盤整備事業の流れ

<連絡先>
事業内容については、水産庁計画課事業班までお問い
合わせください。
担当者：高原、北川
TEL 03-3502-8491（直通）

【留意事項】
・事業採択にあたっては、圏域計画の策定が必要です。

・事業採択にあたっては、事業費上限及び下限等の要件が存在
します。
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漁港機能増進事業

都道府県・市町村の防潮堤等の高
潮・高波対策を支援します。

事業のイメージ

○事業実施主体
地方公共団体、漁業協同組合、漁業生産組合

○対象となる施設
防波堤嵩上げ、防潮堤改良、泊地浚渫、防風設備、漂流防止施設等

○補助率
1/2等（対象となる施設によって異なります）

○事業の流れ
国 → 都道府県 (事業主体が都道府県の場合）
国 → 都道府県 → 市町村等 (事業主体が市町村等の場合）

○防風柵の整備による強風の抑制

○防波堤嵩上げにより、越波防止 ○防潮堤（陸閘）の整備による
津波の侵入防止と通行確保
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事業基本計画の作成

基本計画承認申請・承認

補助金の交付申請･交付決定

事業実施･完了

交付金の額の確定

※手続きや資料作成など相談に応じますので、下記連絡先にご連絡ください。

漁港機能増進事業の流れ

＜連絡先＞

事業内容等については、水産庁計画課利用調整班までお
問合せください。

TEL 03-3506-7897（直通）

【留意事項】
・事業採択にあたっては、圏域計画の策定が必要です。

・事業採択にあたっては、事業費上限及び下限等の要件が存在
します。
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日本政策金融公庫の資金（農林漁業施設資金及び農林漁業セーフティネット
資金）について、貸付限度額を引き上げるとともに、被災漁業者等（間接被
災者及び共同利用施設に被害を受けた漁協・漁連を含む）を対象として、国
の利子助成により、貸付当初５年間の無利子融資（限度額：施設資金５千万
円（共同利用施設：特認２億円）、運転資金１千万円）を受けることが可能
です。
【公庫資金の融資条件】
１．農林漁業セーフティネット資金

① 用 途：漁業経営の維持安定に必要な長期運転資金
② 貸付限度額：①1,200万円（引上げ前：600万円）

②簿記記帳を行っている場合、年間経営費の12/12又は
粗収益の12/12に相当する額のいずれか低い額（引上げ
前：6/12）

③ 償 還 期 限：１０年以内（うち据置期間３年以内）
④ 貸 付 金 利：0.06%（令和元年10月21日現在）

２．農林漁業施設資金（災害復旧）
① 用 途：漁船、漁具、養殖施設等の復旧を行うために必要な資金
② 貸付限度額：負担額の100%又は１施設当たり1,200万円のいずれか

低い額（引上げ前：80%、300万円）
③ 償 還 期 限：１５年以内（うち据置期間３年以内）
④ 貸 付 金 利：0.06%（令和元年10月21日現在）

※融資を受ける際は、お近くの日本政策金融公庫にご相談ください。

日本政策金融公庫の無利子融資を受けることが可能です

台風19号により被災された漁業者等のみなさまが、将来への希望と
展望を持って漁業等を再開できるよう、流失・破損した漁船・漁具等
の復旧や事業の再建のために必要な資金を支援します。

施設復旧のための資金や運転資金に対する支援

台風19号により被害を受けた漁業者等に対する資金の円滑な融通、
既貸付金の償還猶予等に向けた対応

台風19号により被害を受けた漁業者等に対する資金の円滑な融通、既貸付金
の償還猶予等が図られるよう、関係金融機関に対して要請しました。
さらに、関係金融機関では、被災した漁業者等の実情に応じ、本人確認等の審
査書類の簡素化、契約手続きの迅速化等を通じて、窓口における親身な対応、
適宜適切な貸し出し、柔軟な条件変更を行います。
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漁協、信漁連などが融資する漁業近代化資金について、被災漁業者等（間接
被災者及び共同利用施設に被害を受けた漁協・漁連を含む）を対象として、
国の利子助成により、貸付当初５年間の無利子融資（限度額：１号～４号資
金５千万円（共同利用施設：特認２億円） 、５号資金１千万円）を受けるこ
とが可能です。

【主な漁業近代化資金の融資条件】
○ 漁船（１号資金）

① 用途：漁船の改造、建造又は取得に必要な資金
② 償還期限：２０年（機器等は１０年）、うち据置期間３年

○漁船漁具保管修理施設等（２号資金）
① 用途：水産物加工施設、製氷冷凍施設、水産物販売施設等の取得資金
② 償還期限：15年（漁協は20年）、うち据置期間３年

○漁場改良造成用機具等（３号資金）
① 用途：漁船用油水供給用機具、種苗生産用機具等の取得資金
② 償還期限： ７年（漁協は１０年）、うち据置期間2年

○漁具等（４号資金）
① 用 途 ：漁具、養殖いかだ等の取得資金
② 償還期限：５年（大型定置網は10年）、うち据置期間２年

○水産動植物の種苗の購入又は育成（５号資金）
① 用途 ：養殖、放流用種苗の購入・育成資金
② 償還期限：５年、うち据置期間２年

◎貸付限度額（貸付金利：令和元年10月21日現在）
漁船漁業者（20トン未満）・・・ ９千万円（0.06%）

（20トン以上）・・・３億６千万円（0.10%）
養 殖 業 者 （個人） ・・・ ９千万円（0.06%）

（法人） ・・・３億６千万円（0.06%）
水 産 加 工 業 者 ・・・ ９千万円（0.06%）
複 合 経 営 ・・・３億６千万円（0.06%）
漁 協 等 ・・・１２億円 （0.06%）

※ 融資を受ける際は、お近くの信漁連、漁協等にご相談ください。

漁業近代化資金の無利子融資を受けることが可能です

【お問い合わせ先】
●水産庁漁政部水産経営課 ☎03-6744-2347

※具体的な融資の内容などに関しては金融機関に直接ご相談ください。

●公庫資金：（株）日本政策金融公庫 ☎ 0120- 154- 505（平日9時～17時）
●漁業近代化資金： 最寄りの漁協又は信漁連にご相談ください。

農林漁業セーフティネット資金、漁業近代化資金等の無担保・無保証人貸付
け及び保証料助成を受けることが可能です

台風19号により被害を受けた漁業者等に対する資金の円滑な融通が図られる
よう、農林漁業セーフティネット資金、漁業近代化資金、農林漁業施設資金等
の災害関係資金の実質無担保・無保証人での貸付け及び漁業近代化資金等の債
務保証に係る保証料の免除（当初５年間）を行います。
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水産業成長産業化沿岸地域創出事業

浜の構造改革に取り組む沿岸漁村地域への必要な
漁具、漁船のリース方式による導入を支援します。

補助対象経費及び上限額等

リース対象品目 上限額（補助金） 下限額（補助金） リース期間 （耐用年数以上）

漁船 原則中古船 １隻当たり ２．５億円 ５～１２年以上

（トン数及び船質により相違）

定置網

まき網 １．５億円 ３年以上

底びき、船びき網

養殖生け簀・筏 １５０万円

漁具等

船上クレーン

海水冷却装置

モニタリング機器 ２０００万円 ５年以上

自動給餌器

洗浄機・海苔等乾燥機

その他

・補助率は１／２。

・補助対象経費（リース対象品目）は、減価償却資産として計上できるもの。

（消耗品は除く。リース開始後５年間はKPIの報告が必要であることに留意 ）。

・１経営体あたりの補助限度額は、上記の対象品目の組合せにより、総額２．５億円以内。

・漁具等のうち 「その他」は水産庁長官と協議するものとする。、

・耐用年数は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）による。

〇リース対象品目及び上限額等

・補助率は１／2以内。
・補助対象経費（リース対象品目）は、減価償却資産として計上できるもの。
（消耗品は除く。リース開始後５年間はKPIの報告が必要であることに留意。）
・１経営体あたりの補助限度額は、上記の対象経費の組合せにより、総額２.５億円以内。
・漁具等のうち、「その他」は水産庁長官と協議するものとする。

・耐用年数は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）による。

〇事業費の流れ

国
特定非営利活動法人

水産業・漁村
活性化推進機構

成長産業化審査会

リース事業者

地域委員会

〇事業の内容
被災を機に収益性の向上と適切な資源管理を両立させる

計画に参加する漁業者が必要とする漁船・漁具等を、リース
事業者が取得する際の経費等を支援。
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水産業成長産業化沿岸地域創出事業の体制

＜連絡先＞
事業内容等については、水産庁研究指導課までお問合せく
ださい。 担当者：内海、田端、野々下

TEL 03-6744-2031（直通）

〇留意事項

事業の採択にあたっては、地域委員会が「地域水産業成長産業化
計画」を策定し、成長産業化審査会に承認を受ける必要があります。

成長産業化
審査会

都道府県（行政）

水産研究機関

漁連等業界団体

金融機関

その他

漁業者

地域委員会

漁協

市町村

流通・加工・販売業者

その他

リース事
業者

参加者

漁船

漁船

漁具
等

計画
申請

漁具
等
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水産バリューチェーン事業のうち産地市場統合・機能強化促進事業

○事業実施者
水産物の産地市場関係者（開設者・卸・仲卸業者等）

○対象となる取組
市場統合に向けた市場関係者の合意形成や、ICT活用・集出荷の効率化等につな
がるシステムの整備

○補助率
定額・１／２以内

○事業の流れ
国 → 事業実施者（市場関係者）

水産物の産地市場の流通に必要な
機器のリース等の取組を支援します。

事業のイメージ

市場開設者

仲卸業者等

卸業者

高品質な水
産物の供給
による魚価
の向上

（例）市場関係者が行う協
議会の開催、コンサル会社
に対する分析委託等

（例）電子データとして容
易に売買情報が収集・分
析できる電子入札システ
ムの構築等

コ
ス
ト
削
減
と
収
益
向
上
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＜連絡先＞
事業内容等については、水産庁加工流通課
企画調査班までお問合せください。

TEL 03-3591-5612

【留意事項】
・審査の結果、採択されないことや希望どおりの助成額が認められない場合があ
ります。

【支援の対象】

１ 市場関係者による検討の促進
・市場関係者（開設者・卸・仲卸等）が行う協議会の開催、外部専門
家の招へい、コンサル会社に対する分析委託等の支援。

２. 産地市場における先進的取組の実証
・漁業者にとって魅力的な市場とするため、漁業者・市場関係者が

情報を迅速に共有できる市場情報共有システムを構築 （機器の
リース等を支援） 。
・流通業者が多数集まり売買が活性化するよう、正確かつ迅速に

電子データとして容易に売買情報が収集・分析できるようにするた
め、電子入札システムを構築（機器のリース等を支援）

・品質を維持しつつ輸送時間とコストを低減できるよう、ＩＣＴ活用も
含めた混載による共同集出荷システムを構築（輸送車のリース等
を支援） 等

国

【産地市場統合・機能強化促進事業の手続きの流れ】

市場統合等の
合意形成をする

・市場開設者
・卸業者
・仲卸業者 等

②課題提案を提出し応募

③課題提案を審査・採択後、市場関係者
の合意形成やシステム整備等の支援

①市場関係者による検討
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水産バリューチェーン事業のうち水産加工・流通構造改善促進事業

○事業実施者
水産物の生産者、流通業者、加工業者、それらの団体等

○対象となる事業者
水産物の有効活用や新規販路の開拓、輸出などに取り組む事業者

○補助率
１／２以内

○事業の流れ
国 → 事業実施主体 → 事業実施者（生産者、流通業者、加工業者）

加工流通に必要な加工機器の
整備等を支援します。

事業のイメージ

（国産水産物流通
促進センター）

生産者

加工・流通業者

小売・外食業者等

水産物の
流通・輸出
の促進

消費を拡大

（例）先進的なアイディア
で低・未利用魚を有効活用

（例）連携して学校給食に
地元水産物を供給

消
費
者
（
国
内
・
海
外
）
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＜連絡先＞
事業内容等については、水産庁加工流通課
調整班までお問合せください。

TEL 03-6744-2350

【留意事項】
・応募にあたっては、「１の個別指導を受けていること」等の要件があります。

・審査の結果、採択されないことや希望どおりの助成額が認められない場合があ
ります。

【支援の対象】
１ 個別指導
・国内外の販路開拓、商品開発、生産性向上等に関する個別指導
の実施。
２. 新規・先進プロジェクトへの支援

・国産水産物の流通を促進する先進的な取組の実証に必要な、
加工機器の購入経費、コンサルティング経費等を助成。

３. 連携プロジェクトへの支援
・連携して、単独では解決困難な課題に対する取組の実証に必要

な、加工機器の購入経費（連携して学校給食向け加工品の開発、
低・未利用魚の有効活用に取り組む場合に限る）、コンサルティン
グ経費等を助成。

４． 輸出促進プロジェクトへの支援
・国産水産物の輸出を促進する取組の実証に必要な、海外市場
調査・商談等外国旅費、加工機器の購入経費等を助成。

国

【水産加工・流通構造改善促進事業の手続きの流れ】

個別指導を
受けた

・水産物の生産者
・流通業者
・加工業者
・これらの団体等

事業実施主体
（国産水産物流通
促進センター）

②課題提案を提出し応募

③課題提案を審査・採択後、
機器整備等の支援
（必要な経費の１/２以内）

①個別指導
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浜の活力再生・成長促進交付金（内水面関係）

内水面水産資源状況の調査等に要する経
費を支援します。

○事業実施主体
地方公共団体、漁業協同組合、漁業協同組合連合会等
○補助率
1/2
○事業の流れ
国 → 都道府県 → 事業実施主体

（１）内水面水産資源の調査・指導
① 内水面水産資源の調査
② 漁場環境の再生のための調査・指導

（２）甚大な災害後の内水面水産資源の復旧

県等が行う以下の取組みに対して支援。

＜支援内容＞

＜連絡先＞

事業内容等については、水産庁栽培養殖課内水
面指導班までお問合せください。

TEL 03-3502-8489

※（２）については、被災前の内水面資源状況の客観的データを有し、都道府県等の公的
機関による被害証明が必要となります。

災害により、アユ
等の内水面水産
資源が減少

追加放流 産卵場造成

＜要件等＞
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